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Ⅰ 予算概算要求の概要 
 

◆ 本年７月に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に定める、社会

課題解決に向けた「４本柱」及びそれを支える横断的取組を推進。 

✓ 強靱で効率的な国家運営を支える基盤を構築するため、国のＡＸ/ＤＸ基盤の高度
化・強靱化を推進。 

✓ 住民が行政サービスを適時にワンストップで享受し、職員負担も軽減する基盤を
構築するため、自治体のＡＸ/ＤＸ基盤の高度化・強靱化を推進。 

✓ 官民手続やデータ連携を円滑・安全に行い、質の高い医療など準公共サービスを
実現するため、国民の暮らしのＡＸ/ＤＸを推進。 

✓ 政府ＡＸ/ＤＸ基盤の自律性強化に取り組みつつ、ＡＸ/ＤＸの徹底的推進による
経済成長を加速。 

✓ 「４つの柱」を支える横断的取組として、サイバーセキュリティの確保、デジタ
ル人材の確保・育成、デジタル・ＡＩへの受容性の向上、デジタル行政の推進体制
整備を推進。 

◆ 社会全体のデジタル化を牽引していくため、司令塔となるデジタル庁の体制を強化。 

 

 
 

   ※このほか、独立行政法人情報処理推進機構との連携を強化し、データ利活用を推進

するため、必要な人員体制の費用を拠出。 
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 ＜主な概算要求項目＞ 

※（ ）内は、令和８年度当初予算額 

１． 情報システムの整備・運用に関する経費 

９,５２３．５億円（４,９９０．４億円）＋事項要求 

うち、「強く豊かな日本」投資枠 ３，４６８．３億円 

国の情報システムの整備・管理の基本方針等に基づき、重複投資を排除し、効率的

で利便性の高い情報システムを整備するため、年間を通じた一元的なプロジェクト監

理を厳格に実施し、デジタル庁で整備する共通基盤の利活用を前提としたシステムの

統合・共通化、情報連携を進め、使い勝手のよい行政サービスを実現する。 

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づき、人口減少・人手不足等の我が

国が直面する課題を解決するため、ＡＸ/ＤＸを徹底的に推進する必要があることか

ら、ＡＩソブリンティにも配慮しつつ、ガバメントソリューションサービスやガバメ

ントクラウドの整備及び運用の安定化・高度化、ガバメントＡＩ源内の推進、自治体

情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行の推進、マイナンバーカードの普及・

利用拡大、マイナポータルの利便性向上、Ｇビズポータルの機能向上等に取り組み、

課題解決や情勢変化への対応を推進する。 

 

２． デジタル社会形成の推進に関する経費 

○ 社会全体のＡＸ/ＤＸの推進に関する経費           

６．３億円（ － 億円）＋事項要求 

うち、「強く豊かな日本」投資枠４．７億円＋事項要求 

ＡＩ駆動型国家の実現に向けた政府横断的な規制・ルール等の見直しを進める観点

から、ＡＩに係る最新動向の把握や技術的な検証等のための調査・分析や政府におけ

る生成ＡＩの調達・利活用に係るガイドラインの改定等を進めるとともに、先行的な

ＡＸ/ＤＸの取組を全国展開するための伴走支援等を実施する。また、自治体から政

府機関への問合せ・照会業務の円滑化等に資する生成ＡＩ機能を試験提供する。 

 

○ 地方公共団体情報システム運用最適化支援事業に関する経費 

４８６億円（ － 億円） 

うち、「強く豊かな日本」投資枠４８６億円 

※令和７年度補正予算額 ３６６億円 

標準化・ガバメントクラウド移行後に一時的に増加している運用経費の抑制・適正

化を含めた運用の最適化を図るため、地方公共団体が「地方公共団体情報システム運

用最適化計画」に基づき令和９年度に実施する運用最適化を図るための事業（運用経

費を含む。）に対して補助する。 
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○ マイナンバー制度等の着実な普及・利用拡大に関する経費 

１３．８億円（３．２億円） 

うち、「強く豊かな日本」投資枠８．３億円 

 

マイナンバーカードの利便性向上・安全かつ便利で効率的な取引等を可能とする民

間ビジネスを含む利活用シーンを更に拡大するとともに、社会保障の公平性の実現、

行政の利便性向上・運用効率化等に向け、公金受取口座の登録をはじめとしたマイナ

ンバー制度に関する施策について、国民の認知・理解を得られるよう広報活動を強化

する。 

 

○ 準公共・相互連携分野デジタル化推進に関する経費 

                         ２４．５億円（３．２億円） 

うち、「強く豊かな日本」投資枠２２．２億円 

 

健康・医療・介護、教育、防災、モビリティ分野等のサービスにおけるワンスオン

リーやデジタル化を実現するため、各分野におけるデータ連携・利活用に向けた取組

を実施するとともに、優れたサービスのカタログ化等の住民の利便性向上、導入コス

ト低廉化につながる取組を実施する。 

 

○ トラスト確保のための属性証明の電子化・高度化及び電子署名に関する経費 

           ２．９億円（０．７億円） 

うち、「強く豊かな日本」投資枠０．７億円 

データの流通・連携の基盤として、やりとりをする相手方やデータを信頼する助け

となる、主体の本人性・実在性やデータの非改ざん性・真正性に関する検証可能性を

向上する仕組み・ツール等の確立のための取組を実施する。 

 

○ 国際戦略の推進に関する経費  

                                                   ５．９億円（１．６億円） 

うち、「強く豊かな日本」投資枠４．１億円 

                                 

ＤＦＦＴ具体化のための国際的な枠組み（ Institutional Arrangement for 

Partnership : ＩＡＰ）等を通じて、データの越境移転時に直面する課題解決につな

がるプロジェクト等を実施する。グローバルサウス諸国との共創・協力によるガバメ

ントＡＩの国際展開に向けた取組を実施する。 

 

○ サイバーセキュリティ対策等に関する経費 

２．４億円（１．３億円） 

うち、「強く豊かな日本」投資枠２．４億円 

デジタル庁が整備・運用するシステムのセキュリティを確保するため、内部監査の

実施やシステムの企画・設計・整備・運用の各段階に携わる人材の育成・研修、サイ

バー訓練演習、脆弱性診断等の実施などを組み合わせ、情報セキュリティ対策・体制

等を強化する。 
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３． デジタル庁の運営に関する経費  

○ デジタル政策の調査に関する経費          １．７億円（０．３億円） 

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」を策定・推進していくに当たり、対応す

べき課題を把握し、対応策を検討・実施するために必要となる国内外の最新の動向等

について調査・分析を行う。 

 

○ デジタル庁の人件費            １７６．９億円（１５６．７億円） 

デジタル庁の定員内職員、非常勤職員に係る人件費 

   

○ デジタル人材確保に係る経費            ２．０億円（１．４億円） 

専門的知見等を有するデジタル人材等を採用するために、デジタル庁の業務内容を

広報するなど、幅広い人材の確保に向けた取組を実施する。 

 

○ デジタル庁全体の広報に係る経費          １．３億円（１．２億円） 

デジタル社会の実現に向けた重点計画に掲げられた各施策等に関する広報を戦略

的に推進する。 

４. その他の必要な経費    

 ＜事項要求＞ 

○ 「所得に連動したきめ細かな給付」に必要な政府情報システム関係経費  

「所得に連動したきめ細かな給付」に必要な政府情報システムに係る経費について

は、予算編成過程で検討。 

 

○ デジタル庁重要システムの脆弱性チェック及び必要な対策に係る経費 

Project YATA-Shieldに基づくデジタル庁重要システムの脆弱性チェック及び必要

な対策に係る経費については、予算編成過程で検討。 

 

○ 社会全体を駆動するＡＸ推進に向けた政府横断的な取組に必要な経費 

経済・社会の隅々までＡＩを安全に実装することを可能とし、ＡＩ・デジタルの活

用を前提とする社会変革（ＡＸ/ＤＸ）を徹底的に推進するため、政府のＡＸ推進機

能を抜本的に強化するとともに、経済社会の規制・制度及び運用ルールの見直しやＡ

Ｉ・デジタル基盤拡充等を実施するための政府横断的な施策に係る経費については、

予算編成過程で検討。 

 

 ＜その他＞ 

○ デジタル庁・経済産業省の共管となっている独立行政法人情報処理推進機構との連

携を強化するため、データ利活用の推進等において必要な人員体制の費用を拠出し、

経済産業省において運営費交付金として一括して要求。 
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Ⅱ 機構定員要求の概要  

 

政府におけるこれまでの認証基盤の整備、データ構造の標準化、ＤＸ基盤の整備を

踏まえ、今後は、急速に機能を向上させている生成ＡＩ及びＡＩエージェントをはじ

めとするＡＩ技術を、国・自治体はもとより社会全体で活用するＡＸ/ＤＸを推進する

ことで、効率化・省人化や新たな価値創出を図り、人口減少に対応する必要がある。 

このため、設立から約５年が経過するデジタル庁のデジタル行政における司令塔機

能を更に強化する観点から、デジタル技術の活用による創造的かつ革新的な取組を推

進する能力を高めるため、最適な人材配置等を不断に見直しつつ、1,500 人規模の組

織を一つの目安に組織・体制の一層の充実を図る。 

  

上記を実現するため、以下の機構・定員を要求。 

  

１．機構 

審議官１、参事官２、企画官４ の新設 

  

２．定員 

（１）新規増員 

65人 

  

 （２）合理化減 

    ▲３人（５年間（令和７～11年度）で計▲15 人の合理化目標） 

  

  

＜参考＞ 

・令和８年度末定員（行政人材）：630人 

・令和８年７月１日現在実員：1,221人（行政人材：584人、民間人材：637人） 

 


